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１．	 はじめに 

	 近年、日本では船舶事故が増加傾向にある。

2008 年から 2014 年で大型船舶、小型船舶合わせ

て平均 2400 隻の事故が確認されている。そのう

ち 50%程度が衝突・座礁となっている。特に小型

船舶が関わる事故は全体の約7割（1700隻程度）

であり、早急な対策が求められている。  船舶事

故を未然に防ぐための対策として、自動船舶識

別装置(AIS:Automatic	 Identification	 System)

がある。AIS は船舶の識別符号、種類、位置、針

路、速力、航行状態などを VHF 帯電波で送受信し、

船舶及び陸上局と情報交換するシステムである。

現在 AIS は国際航路の船舶及び国内航路の 500 総

トン以上の船舶に搭載が義務付けられ、航行管

制に基づく事故防止に効果的であることが確認

されている。一方小型船舶においては、搭載義

務が無い、設備投資が負担である、申請が必要

であるなどの理由から搭載が進んでいない。  	

	 我々は、近年普及が進んでいるスマートフォ

ンを活用することで、設備費用をかけずに小型

船舶の安全性を向上できると考え、2015 年から

スマートフォンで動作する小型船舶航行支援シ

ステム（以下、smartAIS）の開発をおこなって

いる[1]。図１に本システムの構成図を示す。	

	 既存の AIS との連携のため、本校屋上に設置し

た AIS 受信機に毎秒間隔で UDP 接続し、AIS 情報	

	

図 1	 システム構成図	
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をサーバに保存する。  ユーザが所有する

smartAIS は５秒間隔でサーバにアクセスし、自

船の位置情報を送信するとともに、更新された

船舶情報を受信して、画面上に位置・進行方向

を表示する。  他船等に接近した場合には、アラ

ーム等で警告を行う。また、航行中にスマート

フォンからサーバに対して一定時間通信がない

場合には、船舶にアクシデントが発生したと判

断し、サーバから近隣船舶や関係組織に通報を

行う。図２に smartAIS の動作画面を示す。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図２	 smartAIS 動作画面	

（左：安全時、右：危険時）	

	

２．	 小型船舶への普及に関する取組と課題 

	 これまでの研究により、AIS と連携した小型船

舶航行支援システムは船舶事故削減に効果的で

あることが確認されている。内閣府や国土交通

省、海上保安庁などの各省庁で、海上交通の安

全強化のための取組が始まっている。水産庁で

は、AIS 搭載船舶の優遇措置として漁船保険料の

一部助成、設備費用の無利子貸与、無線局定期

検査の不要化、開設手続きの簡素化など、簡易

型 AIS の普及活動を進めており、漁協単位での

導入事例などが報告されている[2]。国土交通省で

は、2017 年 3 月にスマートフォンを用いた航行

支援システムのガイドラインを発表している[3]。

表１にガイドラインの概要を示す。	

	 これらの普及活動にも関わらず、漁船への普

及は進んでいない。地元の漁業従事者・小型船

舶所有者にヒアリングを行ったところ、導入に	
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表１	 ガイドラインの概要	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

関するコスト（費用、手続）に加えて、釣り場

のポイントを他人に知られたくないという理由

が挙げられている。GPS を用いたサービスは様々

な場所で活用されており、我々の日常生活で必

要不可欠なものとなっている一方、その扱いに

ついて問題となる場合も少なくない。	

	 Google では国際的な海洋資源保護の観点から

全世界の海洋漁業活動を可視化する Web サイトを

開設している[4]。漁船の位置は AIS の信号を数十

機の人工衛星と数千個所の地上局を介して取得

し、機械学習システム解析により、漁船のタイ

プ、漁具を判定することができる。	

	

３．	 smartAIS における位置情報の取扱い 

	 個人情報保護の観点から、表 2に示す位置情報

表示指針を策定しシステム実装を行った。スマ

ートフォンにおいては情報の表示を選択可能と

した。AIS は公開が原則となっている。	

	 電気通信事業における個人情報保護ガイドラ

イン[5]では、「その者の生命又は身体に対する重

大な危険が切迫しており、かつ、その者を早期

に発見するために当該位置情報を取得すること

が不可欠であると認められる場合に限り」位置

情報を取得できることが明記されている。	

	 国土交通省ガイドラインには、「少なくとも

１Km 先の船舶を表示する」となっており、衝突

回避の緊急性から妥当である。また、１Km は船

舶が目視可能な範囲となっていることから、船	

表２	 smartAIS における位置情報表示	

船系	 事故発生	 	〜500m	
低速	

〜1Km	

通常	or	

1Km〜	

AIS/smartphone	

(表示)	

◎	

全表示	

◎	

警告	

◎	

全表示	

◎	

全表示	

smartPhone	

(非表示)	

◎	

全表示	

◯	

警告	

◯	

位置表示	

△	

非表示	

	

舶位置を不必要に特定される危険性は少なく、

個人情報保護の観点からも妥当と言える。

smartAIS の実証実験では、２Km 範囲の地図を表

示して利用することが多いことから、実用性に

ついても十分であった。	

	

４．	 まとめ 

	 本論文では、国土交通省ガイドラインをベー

スに小型船舶航行支援システムにおける位置情

報の取り扱いについて検討を行った。航行時の

安全確保のため、多くの船舶への普及が期待さ

れるが、個人情報の取り扱いにおける明確な指

針が必要とされることが確認された。既存の AIS

では位置情報の秘匿を行うことができないため、

スマートフォンを用いたシステムの方が技術的

にも有利である。収集されたデータの取り扱い

について、サービス事業者が明確な指針を示し、

ユーザの理解を求める必要がある。	

	 今後の実証実験等を通して、位置情報の取り

扱いに関する規則を関係機関に周知し、普及の

一助になれば幸いである。	
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